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引き渡し場所に出向いて利用カードを受け取る。

利用実績について

　パリ市によると、年間登録者数等の実績は以下の
とおりである。
○ 利用登録者数（年間契約者）：245,000人、短期利

用登録件数：180万件以上
○ 年間利用件数：3,500万件
○ １日当たりの平均利用件数：11万件、最大件数は

144,189件（2012年９月）
○ 利用者で最も多い年齢層は26〜35歳で、割合は

38％

サービス導入の効果と課題

　パリ市が作成した報告書によると、パリ市内の移
動手段のうち自転車による移動の割合は0.9％から
1.6％へと、2001年に比べて２倍近くにまで増えた。
一方で自動車利用の割合は2001年の43.9％から2011
年は37.8％に減っている。移動量の絶対数が増えて
いることから、この数字をもって自動車の台数が
減ったと推測するのは難しいが、自動車から自動車
以外の交通手段の利用へと市民の意識がシフトして
いることは言えるだろう。
　自転車利用を促進する
ためにパリ市は、2001年
からの10年間で398.7㎞の
自転車道路を整備、うち
255.5㎞はヴェリブ導入後
に整備されたものである

（注２）。2011年末の市内の自転車専用道路の総延長は
654.8㎞、市は最終的に700㎞の整備を目標にしている。
　心配されていた安全面については、ヴェリブが関
係する事故は2011年に155件発生、うち重傷事故は
９件、死亡事故は０件であった。

委託業者に対する評価

　委託業者については、契約上明記されているヴェ
リブの台数に比べ実際に配備されている台数が足り
ないこと、自転車の移動が一部のステーション間に
偏っていることから自転車が１台もないステーショ
ンがあり、利用したい時
に利用できない状況が発
生しているなどの問題が
指摘されている。
　パリ市は、地理的な問
題に起因する配備台数の
偏りを改善するため、坂
道の上にあるステーションへヴェリブを返却した際
に15分間無料で利用できる特典がもらえる「ヴェリ
ブ・ボーナス・プラス（Vélib’ Bonus +）」制度を
導入するなどの対策を講じている。

これからのヴェリブ

　パリ市は、ヴェリブの破損や盗難などの軽犯罪を
犯した若者に、罰としてヴェリブを修理するなどの
労働を課すことで社会復帰を促す取り組みを予定す
るなど、交通や環境政策だけにとどまらない、ヴェ
リブの多面的な活用が始まりつつある。
　今後のさらなるヴェリブの利用拡大に注目したい。

（注１）「ヴェリブ（Vélib’）」の名前は、フランス語の自転車「Vélo」
と自由「Liberté」を合せた造語である。
・ヴェリブ導入時のレポート（クレアパリ事務所）

http://www.clairparis.org/ja/news/2007/72-070808-
01.html

・導入１年後のレポート（クレアパリ事務所）
http://www.clairparis.org/ja/news/2008/96-080718-
01.html

（注２）この255.5㎞のうち201.3㎞は、2009年から2010年
に、Zone30（自動車の走行を時速30㎞に制限している地域）
内での自転車の対面通行を可能にしたことによって距離数
が増えたもの。

自転車のイベントが盛りだくさん

　オーストラリアの玄関口シドニーやその属する

ニューサウスウェールズ（NSW）州内では、自転
車のイベントが実にたくさん催されている。そして、
数あるイベントの中でも特に中心的なイベントとし
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車道と歩道の間に整備された自
転車専用道路

場所によってはヴェリブが全て出
払っているステーションも

3-5  イベントと都市計画からみた自転車政策（オーストラリア）
㈶自治体国際化協会シドニー事務所所長補佐　奥野　公彦（和歌山県和歌山市派遣）
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て、『NSWバイクウィー
ク』があげられる。1995
年に始まったこのイベン
トは毎年開催されており、
2012年は、９月15日から23
日までの９日間開催され、
街中や公共交通機関の広
告などに『Bike Week』
の宣伝が掲げられていた。その目的は、健康・簡単・
低コスト・環境にやさしいサイクリングを促進するこ
とである。NSW州交通局がスポンサーとなり、NSW
州内の50か所以上で実施される自転車イベントをサ
ポートし、バイクライド、ファミリー・ファン・デー、
自転車の展示会、自転車の安全教室等の催しが行わ
れ、自転車の利用促進を図っている。このイベント
には、１万人以上が参加し、上記の目的以外にも、
歩行者や他の自転車、その他の車両等に対する自転
車の責任を学ぶことの重要性がアピールされていた。

いろいろな人が参加できる自転車イベント

　シドニー市の北部に位置するマンリー市では、
2011年９月にユニークな自転車イベント『マンリー・
レトロ・ライド』が開催され、レトロな服装にドレ
スアップした人たちが、ビンテージ物のクラシック
自転車に乗ったり、各

おのおの

々の自転車で参加し、決めら
れたコースを自転車で走りゴール地点へ向かった。
ゴールの後はバーベキューを楽しみながら、自転車
話に花を咲かせていた。このイベントは州政府やマ
ンリー市、民間団体が協力して行っている。
　また、Bike Week以外にも、NSW州内では、ロー
ドバイクからマウンテンバイク、アマチュアからプロ
までさまざまな人が参加できる自転車レースが頻繁
に行われている。中には１週間かけて幾つかの町を
回る自転車レースやチャリティーを目的としたもの
もある。このようなイベントの開催情報は、州政府
のBicycle information NSWや民間の自転車関係団
体Sydney CyclistやBicycle NSW等のWebページで
も紹介されており、オンラインサイトを通じて多く
の人に興味を持ってもらえるように工夫されている。

都市計画の中での自転車関連整備

　各州が定める長期交通マスタープランの中に必ず

自転車に関する町づくりについて記載されている。
NSW州の長期交通マスタープランでは、Cyclingの
章が設けられており、自転車に関するインフラ整備

（自転車専用道路、自転車駐輪設備の整備、自転車
と他の交通機関とのインターチェンジの整備等）や
自転車道路や推奨道路の情報提供等、自転車の利便
性を高め利用促進を図るための計画が多く見られる。
　長期交通マスタープランをさらに具体的に示した
ものの一つにNSW自転車ガイドラインがある。この
中では、例えば、自転車専用道路の整備手法、その

レイアウトや自転車用の
標識の設置の仕方につい
てまで細かく示されてい
る。また、自転車の利用
をレジャーとしてだけで
なく、通勤や通学等に利
用しやすくするために電

車の駅に駐輪場ならぬ自転車ロッカーが設置されて
いる例（NSW州リバプール駅）や、バイク・アンド・
ライドでバス停の前に自転車駐輪用設備を設置して、
バスと自転車の併用を促す政策を実施している例

（パース市）などもある。ブリスベンやメルボルン
の市内中心部では貸自転車の政策も充実している。

自転車は一般車両と同じ

　自転車は一般の車両と同じ扱いとされていること
から、基本的に、自転車道路が整備されていないと
ころについては、道路を走ることになる。オースト
ラリアのハイウェイを自動車で走行していると、車
線の左端レーンを自転車で走っている光景をよく見
かける。時速110㎞で走っている車の横を自転車が
走っている。危険を伴うこともあるので、特に都市
部のハイウェイや主要道路では自転車の通行を禁止
しているところも多い。当然、自転車の走行できる
ルートを把握することは重要になってくる。そこで、
NSW州の場合、自転車の通行可能な道路を地図上に
示し情報提供を行ってい
る。最近では、パソコン
やスマートフォンで手軽
に確認できるようにして、
自転車の安全なルートを
示し利用を促している。

NSW州が提供する自転車道路検
索サイト

Batemans Bay Public School 
Bicycle Ride （Photo : How 
to prepare a NSW Bike Week 
Event 2011より）

シドニー近郊のリバプール駅構内
の自転車ロッカー（Photo : RTA）
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　もちろん、安全なルートの情報だけではなく、安
全に自転車を利用するためのルールや、時には罰則
が科せられることがあることも周知されており、ま
た、自転車専用道路の敷設にあたっては、安全面を
考慮した細かな計画が施されている。自転車用の標
識も多岐にわたっており、街中で標識を容易に見つ
けることができる。

おわりに

　オーストラリアでは、州政府が長期計画の中に自

転車政策の目標を掲げ、カウンシル（市町村）や民
間の自転車関係団体と連携して自転車政策が進めら
れている。関係機関が連携しながら、自転車利用者
の安全対策を周知し、交通機関の一つとしての利用
促進や環境への配慮、健康増進等住民へのさまざま
な利点があることを広めている。また、イベント等
を通じてレジャーとしても楽しめる自転車を、さま
ざまな方法でPRしており、今後もさらに自転車人
口が増えていくことが期待される。

　韓国では、通勤時間帯に自転車で通勤する人々を
見かけることはほとんどない。自転車といえば、ス
ポーツや趣味で使用するものだという考えが一般的
であり、交通手段として定着しているとはいえない。
　そのような中、2010年に李明博政権が国家自転車
道路基本計画を策定した。また、大田広域市では、自
転車活性化施策として市民公共自転車の運用を行っ
ている。そこで、国家レベル・自治体レベルの自転
車振興の取り組みについて見ていくこととする。

国家自転車道路基本計画とは

　李明博政権は、グリーン成長戦略の一環として自
転車の積極的な活用を目的とし、2010年に国家自転
車道路構築計画と自転車利用施設の設置および管理
指針を中心とする「国家自転車道路基本計画」を策
定した。
　国家自転車道路は、韓国全土を窓枠のような四角
状に連結する「全国循環網」と格子状に縦と横にそ
れぞれ３つの道を作る「内陸連結網」に区分し構築
される。
　全国循環網は既存の道路を最大限に活用しなが
ら、その他の開発事業に含まれる区間を除く2,175
㎞の区間を１兆205億ウォンの予算を投入して2010
年から2019年まで、10年かけて構築し、内陸連結網
は自転車利用の需要増加や社会・経済的要件によっ
て事業時期を調整して推進される。
　この計画は、各自治体の自転車道路の計画を勘案

し、近隣自治体との連結を図ること等を目的として
いる。具体的には、国家自転車道路─広域自転車道
路─自治体自転車道路を体系的に整理して、総合的
管理を図るための中・長期的計画である
　この計画により全国が自転車道路を通して、ネッ
トワークで結ばれるようになる。
　また、自転車利用活性化のための自転車利用施設
設置および管理指針を改善し、自転車を利用しやす
くするための環境整備を行った。具体的には、自転
車道路の幅が狭く、自
転車利用環境が劣悪だ
という指摘があったた
め、既存1.1mの道路幅
を1.5m（やむを得ない
場合は1.2m）に拡大す
ること、自転車利用者
の安全を確保するため
に一般道路と自転車道
路の間に0.2〜１mの分
離空間を確保すること
が挙げられる。

韓国の自転車利用者・自転車道路の現状

　全国を自転車道路でつなぎ、自転車利用を活性化
させるという壮大な計画が進行中であるが、現在で
は自転車道路に見合うほど自転車利用者が多いとは
いえない状況である。
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3-6  韓国の自転車利用活性化の取り組みについて
㈶自治体国際化協会ソウル事務所所長補佐　宮下　豊大（愛媛県派遣）

国家自転車道路計画路線


